
 
 

福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 県は、防災・減災等事業整備計画（福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金実施要領（以

下、「実施要領」という。）に定める計画をいう。以下同じ。）に定める高齢者施設等の防災・減災対策及び

新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を推進する施設及び設備等の整備事業（以下、「施設等整備事業」

という。）の実施により防災・感染防止体制の強化に資することを目的とするため、補助事業を実施する者

（以下、「補助事業者」という。）に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和 45 年福島県規則第

107 号。以下、「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（補助の対象及び補助額）  

第２条 補助金は、次の表に掲げる施設等整備事業を補助事業者が実施する場合に、当該事業に要する経費

について補助事業者に対して交付するものとし、その額は、以下のとおりとする。ただし、千円未満の端

数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

(1)既存の小規模高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業及び高齢者施設等における換気設備の設

置に係る経費支援事業 

防災・減災等事業整備計画に記載された事業につき、次の表の第１欄に定める区分ごとに第３欄に

定める対象経費の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的とし

ない法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定

し、選定された額と第２欄に定める交付基準単価とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

 既存の小規

模高齢者施設

等においてス

プリンクラー

設備等を整備

する事業 

 実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

た額 

 防災・減災等事業整備計画に基づく既存の高齢者施設等

におけるスプリンクラー設備等の整備（施設の整備と一体

的に整備されるものであって、知事が必要と認めた整備を

含む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工

事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等

をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相

当する額を限度額とする。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象

とする。 

 

10/10 

 高齢者施設

等における換

気設備の設置

に係る経費支

援事業 

実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

た額 

防災・減災等事業整備計画に基づく高齢者施設等におけ

る換気設備の設置に係る経費支援事業（施設の整備と一体

的に整備されるものであって、知事が必要と認めた整備を

含む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工

事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等

をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相
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当する額を限度額とする。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象と

する。 

 

(2)社会福祉連携法人等における防災改修等支援事業、高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業、高齢

者施設等の水害対策強化事業、高齢者施設等の給水設備整備事業及び高齢者施設等の防犯対策・安全対

策強化事業 

防災・減災等事業整備計画に記載された事業につき、次の表の第１欄に定める区分ごとに第３欄に

定める対象経費の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的とし

ない法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定

し、選定された額と第２欄に定める交付基準単価とを比較して少ない方の額に県の補助率を乗じて得

た額を交付額とする。 

 

１区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

社会福祉連携

法人等におけ

る防災改修等

支援事業 

実施要領の第４

に基づく算定方

法により、知事

が必要と認めた

額  

防災・減災等事業整備計画に基づく社会福祉法人等に

おける防災改修等支援事業（施設の整備と一体的に整備

されるものであって、知事が必要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費

（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計

監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の

２．６％に相当する額を限度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象

とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと

同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる

購入費等を含む。 
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 高齢者施設

等の非常用自

家発電設備整

備事業 

 実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

た額  

 防災・減災等事業整備計画に基づく高齢者施設等の非常

用自家発電設備整備事業（施設の整備と一体的に整備され

るものであって、知事が必要と認めた整備を含む。）に必

要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のた

め直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額

は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度

額とする。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象

とする。 

 

3/4 

高齢者施設

等の水害対策

強化事業 

 実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

防災・減災等事業整備計画に基づく高齢者施設等の水害

対策強化事業（施設の整備と一体的に整備されるものであ

って、知事が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必要
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た額 な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事

費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とす

る。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象

とする。 

 高齢者施設

等の給水設備

整備事業 

 実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

た額  

防災・減災等事業整備計画に基づく高齢者施設等の給水

設備整備事業（施設の整備と一体的に整備されるものであ

って、知事が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必要

な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事

費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とす

る。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象

とする。 
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 高齢者施設

等の防犯対策

及び安全対策

を強化するた

めに必要な経

費を支援する

事業 

 実施要領の第

４に基づく算定

方法により、知

事が必要と認め

た額  

防災・減災等事業整備計画に基づく高齢者施設等の防犯

対策及び安全対策強化事業（施設の整備と一体的に整備さ

れるものであって、知事が必要と認めた整備を含む。）に

必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工の

ため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を

限度額とする。）。 

 ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象と

する費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。 

※当該年度の４月１日から翌年３月３１日までを対象

とする。 
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（申請書の様式等）  

第３条 規則第４条第１項の申請書は、福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金交付申請書（第１

号様式）によるものとし、その提出期限は、知事が別に定める日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号のその他別に定める書類は、次のとおりとする。  

(1) 申請額算出内訳（第２号様式）  

(2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) 平面図、位置図、写真等（現況及び改修箇所が分かるもの）  

(4) 見積書（複数提出すること）  

(5) その他知事が必要と認める書類  



 
 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

（消費税及び地方消費税仕入控除 税額の減額申請等） 

第４条 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うにあたり、当該補助金に係る消費税

及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法及

び地方税法の規定により仕入に係る消費税及び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じ

て得た金額を言う。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消

費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消

費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなけれ

ばならない。 

 （補助金の交付の条件）  

第５条 規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、第２条に掲げる事業名区分毎に、事業目的、

事業主体及び補助金額の増額のいずれの変更を伴わないもので、かつ以下のものとする。 

 (1) 補助対象経費の２割以内の減額 

 (2) 補助対象経費の経費の費目間の流用で２割以内の増減 

２ この補助金と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金の補助金の交付を受けてはなら

ない。 

３ 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を

受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

４ 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、県が行う契

約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（変更の承認の申請）  

第６条 規則第６条第１項第１号又は第２号により知事の承認を受けようとする場合は、速やかに福島県地

域介護・福祉空間整備等施設整備補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様式）を知事に提出し

なければならない。  

（申請を取り下げることができる期日）  

第６条の２ 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受領した日から起算して

１０日を経過した日とする。  

（概算払）  

第７条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払の方法により補助金

の交付をすることができる。  

２ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備

補助金概算払請求書（第５号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

(1) 工事等遂行状況写真 （施設整備の場合に限る。） 



 
 

(2) 契約書（写）  

(3) 前金払等の請求書（写）  

(4) その他知事が必要と認める書類  

 （完了報告）  

第８条 補助事業者は、当該事業が完了したときは、速やかに福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補

助事業完了報告書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。 

 （実績報告）  

第９条 規則第１３条の規定による実績報告は、福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補助事業実績報

告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について知事の承認を受けた場

合にあっては、承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定があった日の

属する年度の３月３１日（補助金を全額概算払により交付を受けた場合にあっては、当該年度の翌年度の

４月１０日）のいずれか早い日までに行わなければならない。 

(1) 精算額算出内訳 （第８号様式） 

(2) 収支精算書 （第９号様式） 

(3) 施設の整備に係るものにあっては、写真、完成検査調書（写）及び工事請負契約書（写）  

(4) 機械、器具及び備品等の整備に係るものにあっては、写真及び納品書、ソフト事業に係るものにあっ

ては、領収書又は支払いを証する書類（写）及び写真  

(5) その他知事が必要と認める書類  

 （消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１０条 補助事業者は、当該事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、その金額（第４条第２

項の規定により減額した事業主体については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を、福島県地域

介護・福祉空間整備等施設整備補助事業仕入れに係る消費税相当額報告書（第１０号様式）により速やか

に、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに知事に提出しなければならない。

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費

税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行ってい

る場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は一部の返還

を命じることができる。 

 （補助金の交付の請求）  

第１１条 補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、補助事業を完了した場合は、第９条の実績報告

書に併せて、福島県地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金交付請求書（第１１号様式）を知事に提出

しなければならない。 

 （財産の処分の制限）  



 
 

第１２条 規則第１８条第１項ただし書に規定する別に定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とする。  

２ 規則第１８条第１項第２号及び第３号に規定する別に定めるものは、補助事業により取得し、又は効用

の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した３０万円以上の機械、

器具、及びその他の財産とする。  

３ 補助事業者は、補助事業が完了した後も補助事業により取得した財産を善良なる管理者の注意をもって

管理するとともに、補助金の交付目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。  

４ 補助事業者は、規則第１８条第１項の規定により財産の処分の承認を受けようとするときは、あらかじ

め取得財産処分承認申請書（第１２号様式）を知事に提出しなければならない。承認を受けて財産を処分

することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （一括下請けの禁止） 

第１３条 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相

手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。  

（会計帳簿等の整備等）  

第１４条 補助事業者は、補助事業に係る収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、補助事業の

完了した日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する会計年度の翌

年度から起算して５年間保存しておかなければならない。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年５月３１日から施行し、平成３１年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１月３０日から施行し、令和元年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年９月３日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年５月７日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 


